（別添２）本会定款における評議員関係事項
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（評議員）
第13条　この法人に、評議員５０名以上７０名以内を置く。

（評議員の選任及び解任）
第14条　評議員の選任及び解任は、評議員選定委員会において行う。
２　評議員選定委員会は、評議員２名、事務局員１名、次項の定めに基づいて選任された外部委員２名の計５名で構成する。
３　評議員選定委員会の外部委員は、次のいずれにも該当しない者を理事会において選任する。
⑴　この法人又は関連団体（主要な取引先及び重要な利害関係を有する団体を含む。）の業務を執行する者又は使用人
⑵　過去に前号に規定する者となったことがある者
⑶　(1)又は(2)に該当する者の配偶者、３親等内の親族、使用人（過去に使用人となった者を含む。）
４　評議員選定委員会に提出する評議員候補者は、理事会又は評議員会がそれぞれ推薦することができる。
５　評議員選定委員会に評議員候補者を推薦する場合には、次の次項のほか、当該候補者を評議員として適任と判断した理由を委員に説明しなければならない。
⑴　当該候補者の経歴
⑵　当該候補者を候補者とした理由
⑶　当該候補者とこの法人及び役員等(理事、監事及び評議員）との関係
⑷　当該候補者の兼職状況
６　評議員選定委員会の決議は、委員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。ただし、外部委員の１名以上が出席し、かつ、外部委員の１名以上が賛成することを要する。
７　評議員の選任及び評議員選定委員会の運営についての細則は、理事会において定める。

（評議員の任期）
第15条　評議員の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時評議員会の終結の時までとする。
２　任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は、退任した評議員の任期の満了する時までとする。
３　評議員は、第１３条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任により退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお評議員としての権利義務を有する。

（理事、監事及び評議員の親族等制限）
第16条　この法人の理事のうちには、理事のいずれか１人及びその親族その他特殊の関係がある者の合計数が、理事総数の３分の１を超えて含まれることになってはならない。
２　この法人の監事には、この法人の理事（親族その他特殊の関係がある者を含む。）及び評議員（親族その他特殊の関係がある者を含む。）並びにこの法人の使用人が含まれてはならない。また、各監事は、相互に親族その他特殊の関係があってはならない。
３　この法人の評議員のうちには、理事のいずれか１人及びその親族その他特殊の関係がある者の合計数、又は評議員のいずれか１人及びその親族その他特殊の関係がある者の合計数が、評議員総数の３分の１を超えて含まれることになってはならない。また、評議員には、監事及びその親族その他特殊の関係がある者が含まれてはならない。

（評議員の報酬等）
第17条　評議員は、無報酬とする。

